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近年，地方都市において，郊外化や高齢化を背景に，買い物困難者の増加が社会問題となっている．人

口減少やモータリゼーションの進展に伴い小売店は年々減少傾向にあり，買い物困難人口は今後さらに増

加すると予見される．買い物困難者への対応策を検討するためには，その発生地域の現状を明らかにする

とともに，将来どのように買い物困難者が増加するのかを把握することが必要である． 

本研究では，盛岡市を対象に，人口分布と買い物施設の分布状況から買い物困難者の発生地域と人口を

推計するとともに，将来人口の推移とそれに伴う買い物施設の減少から買い物困難人口の変化を分析する． 
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1. はじめに 

 

我が国では，自動車依存の進展とそれに伴う郊外化，

および高齢化によるモビリティ低下により，生活必需品

の購入が困難になる買い物困難者の増加が社会的な問題

となっている．特に地方都市では郊外大規模小売店の伸

長による近隣小売店の減少や公共交通機関の衰退，急速

な高齢化により，今後買い物困難者のさらなる増加が予

見される．今日，様々な自治体において買い物困難者へ

の対策が打たれているが，今後は買い物困難人口もその

発生地域も増大し，発生原因も多様化すると考えられて

いる１）．これらの問題の効果的な対応策を検討するた

めには，買い物困難者の発生場所と人数を将来的に推計

することが必要になると考える． 

買い物困難者の発生には人口減少や少子高齢化に伴う

買い物需要の減少とモータリゼーションの進展が最寄り

店舗の撤退を促すといった需要側の要因と，自動車利用

可能性の低下が移動性を低下させるといった供給側の双

方の要因が影響していると考えられる．山田ら２）は消

費者の買い物行動と小売店の撤退行動をモデル化し，高

齢化に伴う移動性の低下を考慮した上で，最寄り品の需

給バランスの変化が買い物困難地域を発生させる仕組み

をモデルによって表現した． 

また，地方都市で暮らす高齢者の「食」に重点を置い

た研究について岩間ら３）は，茨城県水戸市を事例とし

て高齢者世帯の居住地分布と生鮮食品への近接性からフ

ードデザードエリアの算出を行っている．さらに居住者

へのアンケートを行い，個人単位での買い物行動を含め

た都市の利便性を調査している．しかし，フードデザー

トエリアの長期予測はしておらず，あくまでアンケート

調査を中心とした研究である． 

近藤，渡辺４）は，高齢者と非高齢者の差異に注目し，

それぞれの買い物意識と買い物行動の分析を行っている．

徳島県全域を対象としており，アンケートにより，実際

に買い物をする際の移動距離と買い物における満足距離

についてのデータを調査し，買い物時の移動手段別に買

い物先までの距離と満足率の関係について分析している．  

盛岡市でも，近年，郊外化や商店街の衰退に伴い，フ

ードデザートの問題が顕在化しつつあり，その実態を把

握するため，様々な調査がなされている５）．平成22年

度には盛岡市と盛岡市商店街連合会が連携した「買い物

利便性向上事業」が行われている．具体的には，買物利

便性向上が求められる地域において，曜日限定で生鮮食

品等の販売を行うとともに，アンケートやヒアリングを

行うなど実証実験を行っている．   

以上のように，買い物困難者や交通弱者の発生地域を

分析した既往研究は，地理学・都市計画の分野において

多数存在している．しかし，それらの多くがアンケート

によるデータや既往のデータによる現状の把握を目的と

したものである．今後買い物困難者への効果的な対策を
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進めるためには，現状の把握のみならず，高齢化や人口

減少，商業施設の撤退等により今後どのように買い物困

難人口が増加するのか解析する必要があると考える． 

 

 

2. 目的 

 

本研究では，アクセシビリティの観点から盛岡市にお

ける買い物困難者の発生場所とその人口を推計する．さ

らに，2050年までの人口と商業施設の撤退状況を予測し，

将来の買い物困難者の分布状況を解析することを目的と

する． 

 

 

3. 対象地域 

 

 盛岡市は岩手県の県庁所在地であり，政治，経済等の

都市機能において中心的な役割を担っている．人口は

298,348人（2010年）で岩手県の総人口の22.4％を占める．

また，自動車利用率は年々増加しており，平成 18 年に

行われた盛岡市交通行動調査によると，代表交通手段と

して自動車を利用する者の割合は約60％で，モータリゼ

ーションが進展している都市といえる６）． 

表‐1からわかるように，人口は2000年から30万人弱

を推移しているが，2010年までに65歳以上人口は2万人

増加している７）．高齢化率は約6％上昇しており，今後

はより高齢化が進行すると考えられる． 

表‐2から，小売業の事業所数は減少傾向にあること

がわかる８）．1999年から2012年までの13年間で，総事業

所数では約1200事業所，飲食料品小売業の事業所では約

500事業所が減少している．この間，2003年と2006年に

は郊外大規模小売店が出店している． 

4. 研究方法 

 

 本研究では，Esri社のArcGISを用いて盛岡市の現在と

2050年の人口分布を把握し，買い物施設の立地状況や撤

退状況から買い物困難者の分布状況を明らかにする． 

まず現在の盛岡市の人口分布を把握する．その際，年

齢階層別の人口データを割り当てた「居住点」を設定す

る．これをアクセシビリティを解析する際の出発点また

は到着点とする．次に飲食料品を扱っている商業施設の

分布状況を明らかにする．さらにコーホート変化率法を

用いて2050年までの人口推移を解析するとともに，将来

の商業施設の分布状況を仮定する．そして現在と将来の

買い物困難者の発生地域と人口を推計する． 

 

(1) 現在と2050年の人口分布 

本研究では国勢調査の小地域ごとの人口データを用い

て分析を行う．しかし本研究のようにアクセシビリティ

を算出する分析では，小地域単位では徒歩の分析に対し

て大きすぎるため，100ｍごとに人口データを割り振っ

た居住点を設けて分析を行う． 

居住点の設定は，まず国土数値情報ダウンロードサー

ビス「土地利用細分メッシュ」及び「都市地域土地利用

細分メッシュ」から，人が住んでいる，または周囲に住

んでいると考えられる「高層建物」，「低層建物」，

「低層建物（密集地）」，「建物用地」，「その他の農

用地」，「田」の100ｍメッシュを抜き出す．そのメッ

シュの重心のポイントを居住点とする（図‐1）． 

次に平成22年国勢調査から得た小地域の年齢階層別人

口をメッシュに振り分ける．その際，各小地域に含まれ

るメッシュの総面積に対する各メッシュの面積割合から

人口データを居住点に分配する(図‐2)． 

 

 

表-2 盛岡市の小売業事業所数の推移 

調査年度 事業所数 うち飲食料品小売業 

1999年 3,242 1,027 

2002年 3,020 967 

2004年 2,937 935 

2007年 2,851 828 

2012年 1,996 546 

 

表-1 盛岡市の総人口・65歳以上人口と高齢化率の推移 

調査年度 
総 人 口

（人） 

65歳以上 

人口(人) 

高齢化率

（％） 

2000年 288,843 45,189 15.5 

2005年 287,192 52,546 18.3 

2010年 298,348 63,721 21.4 

 

 

図-1 盛岡市の居住点 
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次にコーホート変化率法を用いて盛岡市の2010年から

2050年までの人口の変化率を計算し，2010年の人口デー

タに乗じて2050年の人口を算出する．変化率の計算には，

国勢調査の2005年と2010年の人口データを用いた．そし

て前述と同様に，各メッシュを小地域内のメッシュの総

面積で按分し，居住点に人口を振り分ける． 

 

(2)商業施設の分布状況について 

商業施設としては食料品が購入できる「スーパー」

「コンビニ」「デパート」「専門食料店」「個人商店」

の 5 種類の施設を対象とし，i タウンページデータベー

スから得られる平成 24 年のデータを用いる．i タウン

ページデータベースのデータ内にある住所を東京大学空

間情報科学研究センターが提供する「CSV アドレスマッ

チングサービス」を用いて緯度経度に変換し，ArcGIS

を用いてポイントデータへ変換する． 

また，2050 年までには店舗の分布状況も変化してい

ると考えられるため，人口変化に応じた店舗の撤退行動

を仮定する．商業施設維持のためには，売上を確保する

ために一定の客数を維持する必要がある．安立ら９）の

研究から，商業施設から 500ｍ以内を利用圏とし，表‐

3をもとに一人当たり20万円の売上を見込んだ場合の1

店舗当り必要客数を計算した．まず年間商品販売額と年

間商品仕入額から売上総利益率を計算する．次に年間商

品仕入額に販売費・一般管理費率を乗じ，事業所数で割

ったものを事業所当り販売費・一般管理費とする．そし

て，一人当たりの売上を 20 万円と設定し，一店舗あた

りの必要客数を 658 人とした．500ｍ圏内の人口がこれ

を下回る商業施設は持続困難，つまり撤退すると予想さ

れる． 

 

(3)買い物困難人口と分布状況について 

 本研究では，徒歩 500ｍ圏内に商業施設がない地域を

買い物困難地域とし，そこに居住している 65 歳以上の

うち，自家用車を運転できない者を買い物困難者と定義

する．500m という距離の設定にあたっては，内閣府

「歩いて暮らせるまちづくりに関する世論調査」10）を

参考にした（表‐4）．60～69 歳では，「501m～1000

ｍ」，70 歳以上では｢500ｍ｣が最頻値となっている．本

研究では車を運転できないより虚弱な高齢者を想定し，

施設のカバー範囲を「500m」に統一した． 

 商業施設からのカバー範囲の計算には，「ArcGIS 

Data Collection 道路網 2012 岩手県版」の道路デー

タを用いた．さらに道路勾配を考慮するため，基盤地図

情報ダウンロードサービスから得た 10ｍメッシュの標

高データを用いて道路勾配θを算出し，道路長に

（1+sinθ）を乗じることで重み付けを行った 11）．そし

て，ArcGISのNetwork Analystを用いて2010年，2050年

のそれぞれの商業施設から 500ｍの到達圏を解析した．

到達圏に含まれない者のうち自家用者を運転できない人

口を買い物困難人口とする．自家用車を運転できない人

口は、警察庁交通局の運転免許統計 12）から高齢者無免

 

図-2 居住点と小地域の関係 

表－3 商業施設に関する使用データ 

記号 データ 数値 備考 

A 店舗位置情報 ‐ ‐ 

B 事業所数 828 盛岡市統計書：平成19年商業統計， 

http://www.city.morioka.iwate.jp/moriokagaido/toukei/028813.html 

より各種飲食料品小売業のデータ 

C 年間商品仕入額（百万円） 72,258 

D 年間商品販売額（百万円） 103,225 

E 売上総利益率 30.0％ ＝(D－C)／D 

F 

販売費・一般管理費率 

（人件費や減価償却費など，営業のた

めに発生する減価の比率） 

31.7％ 

中小企業庁：中小企業の財務諸表， 

http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/index.html 

より小売業のデータ 

G 
事業所当り販売費・一般管理費（百万

円） 
39.5 ＝D・F／B 

H 
一人当たり 20 万円の売上を見込んだ場

合の1店舗当り必要客数（人） 
658 ＝G・10^ 6／（20・10^ 4・E） 
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許率を算出し，それを到達圏に含まれない 65 歳以上人

口に乗じて推計した．高齢者無免許率として， 65 歳か

ら100歳までの無免許率を使用し，2050年はそれに対応

する 2010 年時点の 25 歳から 60 歳までの無免許率を使

用した． 

 

5. 結果 

 

(1) 現在と2050年の人口分布 

2050年の盛岡市の総人口は約2万人であり，2010年の7

割程度である（表‐6）．特に65歳未満の減少率が高く，

0～14歳人口は52％，15～64歳人口は40％減少している．

逆に高齢者人口は増加しており，65歳以上人口は77％，

75歳以上人口は62％増加している．高齢化率は2010年が

21.4％であるのに対し，2050年は41.2％であり，人口の

半数近くが高齢者となる． 

 また，5歳ごとの年齢階層別の変化を見ると，69歳ま

での人口は2010年が上回っているが，70歳以上の人口は

2050年が上回っている（図‐3）．特に85歳以上の超後

期高齢者は2万人を超えており，2010年に比べ1万3千人

以上増加している． 

0 5000 10000 15000 20000 25000

0～4歳
5～9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳以上

(人)

2010年

2050年

図-3 2010年・2050年の年齢層別人口 

 

(2) 商業施設の分布状況について 

 2012年の商業施設数は353件で，中心市街地に多く分

布している(図‐4)．このことから中心市街地ほど買い

物利便性が高いことがわかる．しかし郊外部にもところ

どころに分布しており，これらは郊外部に居住する者が

徒歩で利用できる小売店舗であると考えられる． 

2050年の商業施設数は248件で，2012年時点の商業施

設の約3割が撤退することになる．図‐5は2050年の飲食

料品小売店舗の分布状況を示しており，ほとんどが中心

市街地に分布し，郊外部の小売店舗は撤退していること

がわかる． 

 

 

図-4 2012年商業施設分布 

表-4 年齢層別の歩行可能距離 

距離帯 
歩いて行ける距離 

60～69歳 70歳以上 

500ｍ以下 18.6 30.5 

501～1000ｍ 34.3 28.5 

1001～1500ｍ 19.9 13.8 

1501～2000ｍ 13.9 10.8 

2001ｍ以上 11.6 10.1 

その他 0.4 2.7 

わからない 1.2 3.6 

 

表-5 盛岡市の2010年と2050年の人口 

 
2010年の人口 2050年の人口 

0～14歳 38,810 18,769 

15～64歳 194,848 117,680 

65歳以上 64,690 83,889 

75歳以上 32,436 52,512 

合計 298,348 213,419 
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図-5 2050年商業施設分布 

 

 2012年と2050年の商業施設の内訳を表‐6に示す．全

ての商業施設が減少傾向にあるが，とりわけ個人商店は

撤退が激しく，2050年には2012年時点の約43％の店舗が

撤退している． 

 

 

(3)買い物困難人口と分布状況について（図-6、7，

表‐7） 

 表‐7 から，2010 年の高齢者無免許率は約 57％で，

特に女性の無免許率が高いことがわかる．2050 年の

無免許率は約 29％で，2010 年に比べ女性の無免許率

が約 46％減少している．したがって，2050 年は現在

より多くの高齢者が買い物に自家用車を使用する可

能性が高いと考えられる． 

2010 年の買い物困難人口の分布状況を表した図‐6

をみると，2010 年の買い物困難者の多くが中心市街

地を囲むように分布していることがわかる．500ｍ圏

内に商業施設がない人口は 17,605 人であり，総人口

の約6％を占める．このうち自家用車を利用できない

と考えられる買い物困難人口は 10,031 人であり，こ

れは総人口の約3％である．  

 2050 年では，500ｍ圏内に商業施設がない人口は

31,030 人であり，総人口の約 15％を占め，2010 年と

比べ約9％上昇している．これは商業施設が減少した

こと，高齢者人口が増加したことが原因だと考えら

れる．このうち買い物困難人口は 8,630 人であり，

総人口の 4％程度にとどまった．これは 2010 年に比

べ自動車免許保有率が急激に上昇したことが原因だ

と考えられる．また，2050 年の買い物困難人口分布

を表している図‐7 から，2010 年と同様に中心市街

地を囲むように分布していることがわかる．2010 年

と異なる点として，郊外部の買い物困難者数の分布

状況が多少変化したことが挙げられるが，これは主

に郊外部の商業施設が撤退するためだと考えられる． 

 

表－6 2012・2050年の商業施設数 

 2012年 2050年 

スーパー 63 50 

デパート 13 8 

コンビニエンスストア 149 106 

専門食料店 54 42 

個人商店 74 42 

合計 353 248 

 

 

 

 

   
図-6 2010年買い物困難者分布                  図-7 2050年買い物困難者分布 
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表-7 買い物困難人口 

  

500ｍ圏内に

商業施設がな

い人口（人） 

高齢者無

免 許 率

（％） 

買い物困

難 人 口

（人） 

2010年 

男性 7,361 29.4 2,164 

女性 10,244 76.8 7,867 

合計 17,605 56.8 10,031 

2050年 

男性 13,097 23.6 3,091 

女性 17,926 30.9 5,539 

合計 31,030 29.0 8,630 

 

 

6. おわりに 

 

 本研究では，盛岡市を対象に，人口分布と買い物施設

の分布状況から買い物困難者の発生地域と人口の推計を

行った．さらに，将来人口の推移とそれに伴う買い物施

設の減少から買い物困難人口の変化を分析した．その結

果，多くが郊外部や中心市街地を囲むように分布してお

り，2010年での買い物困難人口は約1万人，2050年では

約9千人であることが明らかになった．2010年から2050

年の間に買い物困難人口は約15％減少しており，これは

高齢者の免許保有率が急増することが原因であると考え

られる． 

  総人口に対する買い物困難人口の割合は2010年で約

3％，2050年で約4％であった．2050年には高齢者人口が

急増しているが，免許保有率も上昇しており，多くの

人々が買い物に自家用車を利用すると考えられる．これ

は一見買い物利便性が高水準であり，問題ないように思

われるが，自動車依存による身体機能の衰えや高齢者に

よる自動車事故が増加する可能性を含んでいる．また，

2050年には85歳を超える超後期高齢者が2万人以上おり，

高齢化に伴う運転技術の衰えにより自動車を運転できな

い高齢者が多数存在すると考えられる．そのため，実際

の買い物困難人口は推計人口より増加する可能性がある．

よって自家用車を利用できない場合であっても買い物利

便性を高水準に保てるよう買い物サービスや支援の充実

を図る必要があると考える． 

 本研究の課題としては，次の３点があげられる．１つ

目は，2010年から2050年の盛岡市全体の人口変化率を各

小地域に当てはめて将来人口の推計を行った点である．

郊外部と中心部では世帯構成や生活スタイルが異なる可

能性があり，変化率に差があると考えられるため，今後

は郊外部と中心部それぞれの変化率を求め，人口推計を

行う必要があると考える．２つ目は，商業施設の魅力度

を考慮しきれなかった点である．商業施設を選ぶ条件と

して，今回は居住点と商業施設の距離のみを考慮したが，

実際は店舗の広さや品揃えの豊富さも重要な要因である．

したがって，今後は店舗の床面積等も考慮した解析を行

う必要があると考える．３つ目は，買い物に自家用車を

利用する人口として免許保有率を使用した点である．免

許を保有していても自家用車を運転していない場合，本

研究は過小推計となる可能性がある．今後は自動車保有

台数や世帯構成等を考慮して，より現実に則した分析を

行う必要があると考える． 
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